
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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住宅 中規模一般住宅が建ち並
ぶ閑静な分譲住宅地域

つつじヶ丘1.1 ㎞

特になし 基準方位北
５ｍ市道

つつじヶ丘駅北西方
1.1 ㎞

新型コロナ感染対策に万全を期し，経済社会活動の正常化が進む中で
，企業収益は，一部に弱さがみられるものの，景気は改善している。

最寄駅から徒歩圏内の戸建住宅等が建ち並ぶ住宅地域で，需要は概ね
底堅い。依然コロナ禍ではあるものの，地価は概ね堅調である。

方位の優位性はあるが，地域内においてほぼ標準的な画地である。特
に個別的要因の変動はなく，市場競争力は普通程度と考えられる。

当該地域は，最寄駅から徒歩圏内の中規模一般住宅が建ち並ぶ閑静な分譲住宅地域として成熟している。特段の
地域要因変化もなく，当分の間は，現状を維持していくものと思料する。
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　 検証及び鑑定評価
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２試算価格に適用された資料の規範性は同等と考えられる。近隣地域の状況は，中規模一般住宅が建ち並ぶ閑静な分譲
住宅地域が形成されているものの，土地取引は，主に自己居住目的の取引が中心であり，市場参加者にとって，居住快
適性や利便性が土地価格形成の主要な指標となっている。よって，実証的かつ市場参加者の行動を反映した比準価格を
標準に，収益価格は参考に止め，指定基準地及び近隣の標準地との検討を踏まえ，上記の通り鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は，主に調布市及び隣接市の京王線沿線に存する駅徒歩圏内の住宅地域である。主たる需要者の中心は，上
記圏内に居住し，都内へ通勤するサラリーマン層等が考えられる。当該地域は，最寄駅から徒歩圏にあり相応の需要が
見込まれる。市場での中心価格帯は，新規に開発分譲した場合の土地の規模は３０坪前後，その中心価格帯は１２０万
円～１３０万円／坪前後，土地総額は４，０００万円前後で，新築戸建住宅の総額は５，５００万円程度である。
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令和 4 7 1

令和 4 7 5

調布(都)　 － 5 東京都 多摩第２ 不動産鑑定士 浅利　隆文

株式会社不動産市場科学研究所
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